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平
成
29
年
５
月
26
日
に
民
法
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
29
年
法

律
第
44
号
）（
以
下
、こ
の
法
律
を「
民

法
改
正
法
」
と
い
い
民
法
改
正
法
に

よ
り
改
正
後
の
民
法
を「
改
正
民
法
」

と
い
い
、
改
正
前
の
民
法
を
「
現
行

民
法
」
と
い
う
）
が
成
立
し
、
同
年

６
月
２
日
に
公
布
さ
れ
た
。
こ
れ
を

踏
ま
え
、全
国
銀
行
協
会（
以
下
、「
全

銀
協
」
と
い
う
）
は
、
全
銀
協
が
定

め
会
員
行
に
通
知
し
て
い
る
各
種
規

定
ひ
な
型
の
見
直
し
を
行
い
、
令
和

元
年
６
月
10
日
付
で
「
民
法
（
債
権

関
係
）
の
改
正
を
踏
ま
え
た
定
期
預

金
規
定
ひ
な
型
等
の
改
正
に
つ
い

て
」（
以
下
、「
本
通
知
」
と
い
う
）

を
会
員
銀
行
に
通
知
し
た
。

　

本
稿
は
、
ひ
な
型
改
正
に
関
連
す

る
改
正
民
法
の
内
容
を
概
観
し
た
う

え
で
、
そ
れ
を
踏
ま
え
た
ひ
な
型
改

正
内
容
・
留
意
事
項
等
を
紹
介
し
、

関
連
す
る
諸
問
題
を
検
討
す
る
も
の

で
あ
る
。

　

な
お
、
本
稿
中
の
意
見
に
わ
た
る

部
分
は
、
筆
者
ら
の
私
見
で
あ
り
、

筆
者
ら
が
現
在
所
属
し
、
ま
た
は
過

去
に
所
属
し
た
組
織
の
見
解
で
は
な

い
。

一
　
改
正
の
背
景

　

改
正
民
法
は
、
民
法
の
う
ち
債
権

関
係
の
規
定
を
制
定
後
約
１
２
０
年

間
の
社
会
経
済
の
変
化
に
対
応
さ
せ

る
と
と
も
に
、
そ
の
間
に
蓄
積
さ
れ

た
判
例
や
確
立
し
た
学
説
の
考
え
方

を
明
文
化
す
る
目
的
で
、
民
法
の
規

定
を
全
般
的
に
改
正
す
る
も
の
で
あ

る
。
預
金
契
約
は
、
消
費
寄
託
の
一

種
で
あ
る
が
、
そ
れ
と
同
時
に
委
任

ま
た
は
準
委
任
の
性
格
を
有
す
る
契

約
で
あ
る
と
い
わ
れ
て
お
り
（
注

１
）、
改
正
民
法
で
は
消
費
寄
託
や

委
任
の
規
定
を
含
む
契
約
に
関
す
る

ル
ー
ル
が
全
般
的
に
改
正
さ
れ
て
い

る
た
め
、
改
正
民
法
の
内
容
を
前
提

に
、
新
た
に
預
金
規
定
で
対
応
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
の
有
無
が
問

題
と
な
る
。

　

ま
た
、
預
金
規
定
は
約
款
の
典
型

例
と
考
え
ら
れ
て
き
た
。
現
行
民
法

に
は
約
款
に
関
す
る
特
有
の
規
定
は

設
け
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
が
、
改
正

民
法
で
は
、
定
型
約
款
に
関
す
る
規

定
が
新
設
さ
れ
た
（
同
法
５
４
８
条

の
２
か
ら
５
４
８
条
の
４
ま
で
）。

各
種
の
預
金
規
定
は
い
ず
れ
も
定
型

約
款
に
該
当
す
る
と
解
さ
れ
る
た
め

（
注
２
）、
新
設
さ
れ
た
定
型
約
款
の

規
定
に
対
応
す
る
た
め
の
預
金
規
定

の
改
正
の
要
否
が
問
題
と
な
る
。

　

以
上
を
踏
ま
え
、全
銀
協
は
、各
種

預
金
規
定
の
ひ
な
型
の
改
正
の
要
否

に
つ
い
て
全
般
的
な
検
討
を
行
い
、

本
通
知
を
発
出
し
た
も
の
で
あ
る
。

二
　
改
正
の
内
容

１
　
改
正
の
対
象

　

全
銀
協
は
、改
正
民
法
を
踏
ま
え
、

改
正
ま
た
は
制
定
が
必
要
と
な
る
規

定
の
洗
出
し
、
お
よ
び
、
改
正
内
容

等
の
検
討
を
行
っ
た
。
そ
の
結
果
、

①
定
期
預
金
規
定
ひ
な
型
に
お
け
る

満
期
日
前
解
約
の
禁
止
の
明
確
化
、

②
成
年
後
見
の
届
出
に
係
る
参
考
規

定
の
改
正
、
③
約
款
の
変
更
に
係
る

参
考
例
の
制
定
の
３
つ
の
改
正
等
を

行
う
こ
と
と
し
、
令
和
元
年
６
月
10

日
付
で
会
員
銀
行
に
通
知
を
発
出
し

て
い
る
。

全
銀
協
「
民
法
（
債
権
関
係
）
の
改
正
を
踏
ま
え
た
定
期
預
金
規
定

ひ
な
型
等
の
改
正
」
の
概
要
と
関
連
す
る
諸
問
題
の
検
討

今
月
の
解
説
①

長
島
・
大
野
・
常
松
法
律
事
務
所 

弁
護
士　

松
尾 

博
憲

全
国
銀
行
協
会 

調
査
役　

永
田 

和
浩
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２
０
１
８
年
６
月
29
日
に
「
働
き

方
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の
関
係
法

律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
」（
い
わ

ゆ
る
働
き
方
改
革
関
連
法
）
が
成
立

し
、
こ
の
う
ち
時
間
外
労
働
の
上
限

規
制
、
年
休
５
日
分
の
時
季
指
定
、

産
業
医
へ
の
健
康
管
理
情
報
の
提
供

な
ど
の
改
正
部
分
は
２
０
１
９
年
４

月
１
日
に
施
行
さ
れ
て
い
る
。
今
後

の
施
行
を
控
え
て
い
る
改
正
部
分
に

は
、
均
等
待
遇
・
均
衡
待
遇
の
確
保

（
い
わ
ゆ
る
同
一
労
働
同
一
賃
金
の

原
則
）
に
関
す
る
も
の
が
あ
り
、
２

０
２
０
年
４
月
１
日
の
施
行
（
中
小

企
業
事
業
主
に
つ
い
て
は
２
０
２
１

年
４
月
１
日
）が
予
定
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
均
等
待
遇
・
均
衡
待
遇
の
確

保
に
関
し
て
は
、
２
０
１
８
年
12
月

28
日
に
「
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働

者
及
び
派
遣
労
働
者
に
対
す
る
不
合

理
な
待
遇
の
禁
止
等
に
関
す
る
指

針
」（
平
成
30
年
厚
生
労
働
省
告
示

４
３
０
号
）（
以
下
、「
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
」
と
い
う
）
が
公
表
さ
れ
て
い
る
。

　

金
融
機
関
に
お
い
て
は
、
営
業
店

な
ど
を
中
心
に
、
従
来
か
ら
一
定
数

の
パ
ー
ト
タ
イ
ム
社
員
が
雇
用
さ
れ

て
お
り
、
関
連
会
社
等
を
含
め
た
グ

ル
ー
プ
会
社
全
体
で
派
遣
会
社
を
通

じ
て
派
遣
社
員
を
受
け
入
れ
て
い
る

金
融
機
関
も
少
な
く
な
い
。
ま
た
、

定
年
後
の
再
雇
用
制
度
の
導
入
に
よ

り
有
期
雇
用
社
員
の
雇
用
も
進
展
し

て
い
る
場
合
が
あ
る
。こ
の
よ
う
に
、

金
融
機
関
の
営
業
店
に
お
い
て
も
、

多
様
な
勤
務
形
態
の
社
員
（
パ
ー
ト

タ
イ
ム
社
員
・
有
期
雇
用
社
員
・
派

遣
社
員
）
が
勤
務
し
て
い
る
の
が
現

状
で
あ
ろ
う
。

　

そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
均
等
待
遇
・

均
衡
待
遇
に
関
す
る
改
正
法
の
概
要

を
確
認
し
た
う
え
で
、
実
務
上
の
対

応
に
あ
た
り
参
照
す
べ
き
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の
内
容
を
踏
ま
え
つ
つ
、
労
働

者
が
自
由
に
選
択
す
る
こ
と
が
で
き

る
多
様
な
働
き
方
の
前
提
と
な
る
適

正
な
待
遇
に
つ
い
て
検
討
し
た
い
。

一
　
改
正
法
の
概
要

　

働
き
方
改
革
関
連
法
は
、
労
働
契

約
法
、
短
時
間
労
働
者
の
雇
用
管
理

の
改
善
等
に
関
す
る
法
律
（
以
下
、

「
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
」と
い
う
）、

労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の

確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
保
護
等
に

関
す
る
法
律
（
以
下
、「
労
働
者
派

遣
法
」
と
い
う
）
を
改
正
す
る
こ
と

に
よ
り
、
均
等
待
遇
・
均
衡
待
遇
の

確
保
に
関
す
る
改
正
部
分
に
関
し
、

概
ね
以
下
の
内
容
の
改
正
を
行
っ

た
。

１　

均
衡
待
遇
の
原
則

　
「
働
き
方
改
革
関
連
法
」
に
よ
り
、

改
正
前
の
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
が

改
正
前
の
労
働
契
約
法
20
条
を
取
り

込
ん
で
「
短
時
間
労
働
者
及
び
有
期

雇
用
労
働
者
の
雇
用
管
理
の
改
善
等

に
関
す
る
法
律
」（
以
下
、「
パ
ー
ト

タ
イ
ム
・
有
期
雇
用
労
働
法
」
と
い

同一労働同一賃金の原則に
沿った改正法対応

奥・片山・佐藤法律事務所 弁護士　奥　 国範

おく・くにのり● 2001 年弁護士登
録。07 年奥綜合法律事務所（現 奥・
片山・佐藤法律事務所）を設立。05
年から 17 年まで慶應義塾大学大学
院法務研究科非常勤講師（金融法な
ど）。
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本
連
載
で
は
、
中
小
企
業
が
直
面

す
る
様
々
な
課
題
に
つ
い
て
、
金
融

機
関
が
ど
の
よ
う
な
支
援
策
を
講

じ
、
ま
た
公
的
機
関
と
の
連
携
を
取

る
べ
き
か
に
つ
い
て
、
事
例
形
式
で

解
説
し
ま
す
。
第
１
回
は
、
こ
こ
数

年
多
く
の
中
小
企
業
が
頭
を
悩
ま
せ

て
い
る
人
材
の
確
保
の
課
題
に
つ
い

て
言
及
し
ま
す
。

●
人
材
面
で
の
支
援
の
現
状

　

地
域
の
中
小
企
業
か
ら
頼
ら
れ
る

存
在
に
な
る
た
め
に
、
金
融
機
関
が

取
引
先
の
本
業
支
援
に
取
り
組
む
よ

う
に
な
っ
て
久
し
い
で
す
が
、
営
業

店
の
皆
さ
ん
は
経
営
者
か
ら
人
材
面

で
の
課
題
や
ニ
ー
ズ
を
ヒ
ア
リ
ン
グ

で
き
て
い
る
で
し
ょ
う
か
。

　

中
小
企
業
の
経
営
資
源
は
人
・
物
・

金
で
あ
る
と
言
わ
れ
ま
す
。
し
か
し

な
が
ら
今
ま
で
多
く
の
金
融
機
関

は
、
融
資
な
ど
「
金
」
の
提
案
に
は

心
血
を
注
ぐ
も
の
の
、
そ
れ
以
外
の

要
素
、
と
り
わ
け
人
材
に
関
す
る
提

案
に
は
無
関
心
で
あ
っ
た
よ
う
で

す
。
筆
者
は
地
域
を
問
わ
ず
、
金
融

機
関
と
連
携
し
て
取
引
先
へ
の
同
行

訪
問
活
動
を
行
っ
て
い
ま
す
が
、
そ

こ
で
感
じ
る
の
が
「
あ
え
て
聞
か
な

い
」
と
い
う
行
為
で
す
。

　

営
業
担
当
者
の
多
く
は
、
取
引
先

に
人
材
面
で
の
課
題
が
あ
る
事
に
気

付
い
て
い
ま
す
。
そ
れ
が
ボ
ト
ル

ネ
ッ
ク
に
な
っ
て
事
業
の
発
展
を
妨

げ
て
い
る
こ
と
も
わ
か
っ
て
い
ま

す
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
経
営
者
に

「
も
し
か
し
て
人
材
の
採
用
で
お
困

り
で
は
あ
り
ま
せ
ん
か
」
と
ヒ
ア
リ

ン
グ
す
る
こ
と
を
し
ま
せ
ん
。
こ
れ

は
な
ぜ
で
し
ょ
う
か
。

　

実
は「
聞
い
て
も
仕
方
な
い
か
ら
、

聞
か
な
い
」
と
い
う
ケ
ー
ス
が
圧
倒

的
に
多
い
の
で
す
。
つ
ま
り
、
ヒ
ア

リ
ン
グ
し
て
現
実
に
人
材
の
課
題
が

あ
る
こ
と
を
把
握
し
て
も
、
経
営
者

に
対
し
て
有
益
な
ア
ド
バ
イ
ス
が
で

き
な
い
の
で
初
め
か
ら
聞
か
な
い
、

と
い
う
現
象
で
す
。
金
融
機
関
の
行

職
員
は
誠
実
で
あ
る
が
ゆ
え
に
、
自

分
が
経
営
者
の
期
待
に
応
え
る
こ
と

が
で
き
そ
う
も
な
い
質
問
を
そ
も
そ

も
発
し
な
い
の
で
す
。

　

こ
れ
は
中
小
企
業
、
金
融
機
関
の

双
方
に
と
っ
て
、
と
て
も
不
幸
な
状

況
で
す
。
中
小
企
業
の
人
手
不
足
は

近
年
深
刻
の
度
合
い
を
増
し
て
お

り
、
２
０
１
９
年
版
の
中
小
企
業
白

書
に
よ
る
と
、
２
０
１
６
年
卒
か
ら

求
人
数
が
右
肩
上
が
り
に
増
加
し
て

い
る
一
方
で
、
就
職
希
望
者
数
は
減

少
し
続
け
て
い
ま
す
。
そ
の
結
果
、

求
人
倍
率
は
２
０
１
６
年
卒
が
３
・

６
倍
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
２
０
１

９
年
卒
は
９
・
９
倍
に
膨
れ
上
が
り

ま
し
た
（【
図
表
１
】
参
照
）。

　

一
方
で
、
従
業
者
が
３
０
０
人
以

上
の
企
業
に
お
い
て
は
、
２
０
１
９

年
卒
の
求
人
倍
率
は
０
・
９
倍
と
な

り
1
倍
を
下
回
る
結
果
と
な
っ
て
い

ま
す
。

地域金融ソリューションセンター 代表　竹内 心作

事例で学ぶ

人材面における支援

金融機関の
取引先支援の実践手法

第１回

たけうち・しんさく●政府系金融機関、中小企業
支援機関を経て、現在は地域金融ソリューション
センターの代表。金融機関と同行してのソリュー
ション提案活動は年間 300 社を超える。
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